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高速増殖炉サイクル実用化研究開発（FaCT）プロジェクトの評価の進め方 

 

平成２２年１１月２４日 

文 部 科 学 省 

経 済 産 業 省 

１．背景 

 高速増殖炉サイクルについては、2025 年頃までの実証炉、2050 年より前の実用炉の実

現を目指して、2006 年より文部科学省及び経済産業省が、高速増殖炉サイクル実用化研

究開発(FaCT)プロジェクトを進めている。本プロジェクトは、高速増殖炉サイクルの実用

化像と実用化に至るまでの研究開発計画を 2015 年に示すことを目標に、実用施設への適

用を目指す革新技術の開発と実用施設等の設計研究を行っている。本年度はプロジェクト

の中間段階としてこれまでの取組を評価し、その結果を踏まえて、革新技術の実用施設へ

の採否判断や 2015 年に向けた研究開発計画の策定を行うこととしている。 

 本方針を受けて、日本原子力研究開発機構（原子力機構）は、原子炉及び燃料サイクル

（再処理、燃料製造）について、９月末に革新技術の採否可能性についての判断を取りま

とめたところであり、今後、2015 年に向けた研究開発計画の策定することとしている。 

 

２．国による評価の目的 

 原子力機構による革新技術の採否可能性等の判断及び原子力機構が策定する今後の研究

開発計画に対し、文部科学省及び経済産業省が外部の多様な専門家の意見を踏まえつつ、

その妥当性を評価する。 

 

３．評価の視点 

［革新技術の採否等判断］ 

・ 原子力委員会が定める性能目標の達成状況を通じた高速増殖炉サイクルの全体シス

テムとしての評価 

・ 国際的な開発動向を踏まえた評価 

・ ロジックツリーを用いた体系的分析による革新技術の位置の明確化 

・ 革新技術の採否可能性判断における課題の抽出とそれへの対応結果の確認 

・ 実証炉のサイズと商業炉に至るまでの基数の考え方の評価 
 

［今後の研究開発計画］ 

・ 実用化像の提示に向けた達成目標とそれに必要な研究開発課題の抽出 

・ 研究開発の費用対効果の分析 

・ 今後の研究開発に関する留意点の提示 

資料２ 
第１回ＦａＣＴ評価委員会
平成２２年１１月２４日 
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４．評価の進め方 

 文部科学省及び経済産業省が外部有識者により構成される合同評価委員会を開催し、同

委員会の意見を踏まえて両省が評価結果を取りまとめる。得られた評価結果については、

両省の審議会（※）、原子力委員会へ報告する。 
 
※審議会 

文部科学省：科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会 原子力分野の研究開発に関する委員会 

 経済産業省：総合資源エネルギー調査会 電気事業分科会 原子力部会 
 
技術の違いを踏まえ、合同評価委員会の下に原子炉ＷＧと燃料サイクルＷＧを設け、そ

れぞれの分野の専門家を集めることとする。 

合同評価委員会及びＷＧについては、企業秘密を含む技術情報に基づく議論となること

から非公開とするが、会議終了後、速やかに会議資料（企業秘密を含む技術情報は除く）

及び議事要旨を公表することとする。 

 

５．評価スケジュール（予定） 

 第１回評価委員会（１１月２４日） 

・ ＦａＣＴプロジェクトの概要 

・ 原子力機構による採否可能性判断の結果報告 

・ 評価の進め方 

 

 第２回評価委員会（１２月中旬） 

・ 性能目標の達成状況 

・ 高速炉サイクル技術の国際動向 

・ FaCT プロジェクトに対する産業界の見解 

・ 金属燃料サイクルの研究開発進捗状況 

 

 第３回評価委員会（１月中旬） 

・ 革新技術の採否等判断結果取りまとめ 

 

 第４回以降（１月～３月） 

・ 今後の研究開発計画についての評価を行い、最終取りまとめ 

 

○ＷＧは随時開催。 

○適当なタイミングにおいて、原子力委員会、両省の審議会に報告。 
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６．合同評価委員会メンバー 

［原子炉ＷＧ］ 

阿部 清治 原子力安全基盤機構特任参事 

内山 洋司 筑波大学大学院システム情報工学研究科教授 

大橋 弘忠 東京大学大学院工学系研究科システム創成学専攻教授 （ＷＧ主査） 

岡本 孝司 東京大学大学院新領域創成科学研究科人間環境学専攻教授 

笠原 文雄 原子力安全基盤機構原子力システム安全部特任参事 

関村 直人 東京大学大学院工学系研究科原子力国際専攻教授、 

工学系研究科副研究科長兼務 

西口 磯春  神奈川工科大学教授 

守田 幸路 九州大学大学院工学研究院准教授 

山口  彰 大阪大学大学院教授 

山下 和彦 東京電力（株）原子力設備管理部長 

山本 章夫 名古屋大学大学院教授 

吉村  忍 東京大学大学院工学系研究科教授 

 

［燃料サイクルＷＧ］ 

青柳 春樹 日本原燃(株)取締役再処理事業部再処理工場副工場長 

池田 泰久 東京工業大学原子炉工学研究所教授 

出光 一哉 九州大学大学院教授 

榎田 洋一 名古屋大学エコトピア科学研究所教授 

小山 正史 (財)電力中央研究所原子力技術研究所次世代サイクル領域領域リーダー 

酒井 和夫 関西電力（株）執行役員原子燃料サイクル室長 

佐藤 正知 北海道大学大学院工学研究院教授 

本間 俊司 埼玉大学大学院准教授 

山田 興一 東京大学総長室顧問 

山名  元 京都大学原子炉実験所教授 （ＷＧ主査） 

山中 伸介 大阪大学大学院工学研究科教授 

吉井 良介 日本エヌ・ユー・エス株式会社取締役 

 

（注）合同評価委員会については両ＷＧのメンバーにより構成され、両ＷＧ主査を共同議

長とする 



高速増殖炉システムのロジックツリー 日本原子力研究開発機構　次世代原子力システム研究開発部門

R41
9Cr鋼大口径配管を用いた2ループシステム：安全
設計

簡素化燃料取扱いシステム：機器・システム設計

R61

自然循環除熱式崩壊熱除去ｼｽﾃﾑ：機器・システム
設計

R102 高速炉用免震システム：製作性

R81 簡素化燃料取扱いシステム：安全設計

R82

直管2重伝熱管蒸気発生器：設計成立性

R72

コンパクト化原子炉構造：機器・システム設計

R51

自然循環除熱式崩壊熱除去ｼｽﾃﾑ：安全設計R71

R42
9Cr鋼大口径配管を用いた2ループシステム：機器・
システム設計

ポンプ組込型中間熱交換器：機器・システム設計

次世代軽水炉及び関連する燃料サイ
クル施設と同等の安全性の確保

R11 高燃焼度炉心・燃料：炉心設計

R31

開発目標の指標性能目標(原子力委員会)

安全性及び信頼性安全性向上

開発目標（FaCT）

安全設計の基本原則の遵守SR11

設計基準内事象の設計目標（例）：
・「異常な過渡変化」時は燃料溶融が生じないこと、被覆管温度は
830℃以下であること
・「事故」時は燃料溶融が生じないこと、被覆管温度は900℃以下
であること
・各設備の設計基準を満たすこと

SR1

評価対象技術炉に関する設計要求

R91 SC造格納容器：設計成立性

R101 高速炉用免震システム：設計成立性

評価対象技術について

R１ｘ：高燃焼度炉心・燃料
R２ｘ：安全性向上技術
R３ｘ：コンパクト化原子炉構造
R４ｘ：９Cr鋼大口径配管を用いた２ループシステム
R５ｘ：ポンプ組込型中間熱交換器
R６ｘ：直管２重伝熱管蒸気発生器

R７ｘ：自然循環除熱式崩壊熱除去システム
R８ｘ：簡素化燃料取扱いシステム
R９ｘ：SC造格納容器
R１０ｘ：高速炉用免震システム

9Cr鋼大口径配管を用いた2ループシステム：運転・
保守性

信頼性向上・維持ための設計目標：
・機器それぞれの保守方針を立案し、検査計画・要求を策定する
こと
・機器それぞれの検査要求、設計条件に適合した機器が開発でき
ること

EC11
発電原価のうち建設費を低減
・建設費：12万円/kW

高燃焼度炉心・燃料：炉心設計

・連続運転期間：24ヶ月以上 定期点検期間40日（設備利用率90%
R32 コンパクト化原子炉構造：製作性

高速炉用免震システム：運転・保守性

R11 高燃焼度炉心・燃料：炉心設計

直管2重伝熱管蒸気発生器：運転・保守性

SC造格納容器：運転・保守性

簡素化燃料取扱いシステム：運転・保守性

R13 高燃焼度炉心・燃料：製作性

自然循環除熱式崩壊熱除去ｼｽﾃﾑ：運転・保守性

R53 ポンプ組込型中間熱交換器：運転・保守性

R63

R44

R11

コンパクト化原子炉構造：運転・保守性

安全性向上技術：安全設計

R103

設計基準外事象の設計目標：
・「スクラム失敗事象」では炉心の断面内燃料溶融割合が30%以
下、冷却材温度は沸点(1020℃)以下であること
・仮に炉心損傷が発生した場合でも、炉心での厳しい出力上昇が
起こらないこと、溶融炉心物質の格納容器への放出がないこと

R33

R21

R83

経済性経済性向上

次世代軽水炉及び関連するリサイク
ル施設と同等の信頼性の確保

SR21

SR2 信頼性の確保
・適切な保守・補修方針の作成
・故障やヒューマンエラーが生じにくい
・検査要求に適合する検査機器の具体化

SR12
SR13

敷地外緊急時対応が発動されるような事態の実質的
な回避
リスク目標の達成
・炉心損傷の発生頻度：10－５/サイト･年以下

・炉心損傷時の格納機能喪失発生頻度：10－６/サイト･年以
下

EC1 発電原価:次世代軽水炉と同等(2円/kWh)

R74

R93

評価対象技術について

R１ｘ：高燃焼度炉心・燃料
R２ｘ：安全性向上技術
R３ｘ：コンパクト化原子炉構造
R４ｘ：９Cr鋼大口径配管を用いた２ループシステム
R５ｘ：ポンプ組込型中間熱交換器
R６ｘ：直管２重伝熱管蒸気発生器

R７ｘ：自然循環除熱式崩壊熱除去システム
R８ｘ：簡素化燃料取扱いシステム
R９ｘ：SC造格納容器
R１０ｘ：高速炉用免震システム
Ｒ９９ｘ：施設設計評価

R73

R992

自然循環除熱式崩壊熱除去ｼｽﾃﾑ：製作性

R82 簡素化燃料取扱いシステム：機器・システム設計

施設設計評価：環境保全性

高燃焼度炉心・燃料：機器設計

高燃焼度炉心・燃料：製作性

R991 施設設計評価：経済性

・連続運転期間：24ヶ月以上、定期点検期間40日（設備利用率90%
以上）
・プラント出力150万kWe程度
・建設工期30カ月台前半
・プラント寿命60年以上 R43 9Cr鋼大口径配管を用いた2ﾙｰﾌﾟｼｽﾃﾑ：製作性

直管2重伝熱管蒸気発生器：製作性

R92 SC造格納容器：製作性

ン クト化原子炉構造 製作性

R33 コンパクト化原子炉構造：運転・保守性

EP1

環境移行物質の抑制

R52

地球温暖化ガス及び化学物質の環境への放出
・次世代軽水炉サイクルを下回ること

EC11 発電原価のうち燃料費を低減
・発電電力量当りの取替燃料の量を低減（高燃焼度燃料）

ポンプ組込型中間熱交換器：製作性

EP2

R12

R62

廃棄物管理性

平常時の放射線の影響

廃棄物の発生量の低減WM1

高燃焼度炉心・燃料：経済性

通常運転時の環境放出放射能
・次世代軽水炉の評価値と同等

EP21

処分概念別の発生量の低減

施設設計評価：環境保全性

施設設計評価：廃棄物管理性

EP11環境保全性環境影響への配慮

R14

R13

R992

R993

・炉心取出平均燃焼度：15万MWd/t程度
・ブランケットを含む全炉心取出平均燃焼度
（高増殖：6万MWd/t、低増殖：8万MWd/t以上）

WM11

評価対象技術について

R１ｘ：高燃焼度炉心・燃料
R２ｘ：安全性向上技術
R３ｘ：コンパクト化原子炉構造
R４ｘ：９Cr鋼大口径配管を用いた２ループシステム
R５ｘ：ポンプ組込型中間熱交換器
R６ｘ：直管２重伝熱管蒸気発生器

R７ｘ：自然循環除熱式崩壊熱除去システム
R８ｘ：簡素化燃料取扱いシステム
R９ｘ：SC造格納容器
R１０ｘ：高速炉用免震システム
Ｒ９９ｘ：施設設計評価

増殖比

WM2

UR1

（炉の該当なし）

資源有効利用性

核不拡散性

WM3 潜在的有害度の低減

廃棄物の質の向上

高燃焼度炉心・燃料：炉心設計

UR11

R11

R11

WM31

WM21

・原子炉級以下の同位体組成を持つプルトニウムを燃料に含有す
る低除染燃料を利用することにより、核兵器への転用、核物質へ
の接近などを困難にすることを目指す。

施設設計評価：廃棄物管理性

高燃焼度炉心・燃料：炉心設計

MA燃料と回収率

・MAリサイクル平衡時及び軽水炉MAの添加を想定し、MA含有率
1～5%程度の炉心設計が成立すること。

資源の利用効率の向上

核拡散抵抗性の向上

軽水炉と高速炉の共生

NP1
NP2

核拡散抵抗性
核物質防護のシステム設計と技術開発

高燃焼度炉心・燃料：炉心設計

・高増殖炉心：増殖比1.2
・低増殖炉心：増殖比1.1
・低増殖炉心はブランケットの削除などにより増殖比1.0程度での
運用が可能であること。
・低増殖炉心と高増殖炉心は、ほぼ同じ原子炉構造のものとで、
制御棒配置や炉心上部機構などの一部の設計変更で対応可能
であること。

R993

R11

増殖性能

廃棄物の形態と性状の把握性、可操作性、安全性能の向上

NP11
NP21

技術的特徴を踏まえた核拡散抵抗性
核物質防護システム

評価対象技術について

R１ｘ：高燃焼度炉心・燃料
R２ｘ：安全性向上技術
R３ｘ：コンパクト化原子炉構造
R４ｘ：９Cr鋼大口径配管を用いた２ループシステム
R５ｘ：ポンプ組込型中間熱交換器
R６ｘ：直管２重伝熱管蒸気発生器

R７ｘ：自然循環除熱式崩壊熱除去システム
R８ｘ：簡素化燃料取扱いシステム
R９ｘ：SC造格納容器
R１０ｘ：高速炉用免震システム
Ｒ９９ｘ：施設設計評価



再処理システムのロジックツリー 日本原子力研究開発機構　次世代原子力システム研究開発部門

UR11 増殖性能

WM21 廃棄物の形態と性状の把握性、可操作性、安全性能の向上

施設設計評価：廃棄物管理性

施設設計評価：資源有効利用性

施設設計評価：環境保全性

P93

廃棄物管理性 処分概念別の発生量の低減
　・地層処分
　　　高レベル廃棄物
　　　TRU廃棄物
　・管理型処分
　　　余裕震度処分廃棄物
　　　浅地中ピット処分廃棄物
　　　浅地中トレンチ処分廃棄物

再処理設備から発生する可能性のある要求仕様範囲外の溶液、
燃料製造時のスペックアウトとなった燃料スクラップの再溶解液等
を、合理的に処理・濃度調整する設計とする。

・次世代軽水炉サイクルを下回ること。
・大気汚染物質等の環境中に排出される化学物質を法令等に定
められた基準値以下とする。

発電電力量あたりの放射性廃棄物発生量を軽
水炉サイクル以下とする。

通常運転時の環境放出放射能 P94

性能目標(原子力委員会) 開発目標の指標

環境保全性

安全性及び信頼性

EP2

平常時の放射線の影響

環境移行物質の抑制

次世代軽水炉及び関連する燃料サイ
クル施設と同等の安全性の確保

SR1

P12

P21

再処理に関する設計要求開発目標（FaCT）

・核燃料施設安全審査基本指針等を参照（事故防止、被ばく低
減、閉じ込め、遮へい、放出管理、臨界安全、自然現象対応、火
災・爆発対応、電源喪失対応等）
・システムの特徴を踏まえた安全対策

評価対象技術

P11 解体・せん断技術：設計成立性（安全設計）

資源有効利用性 UR1

高効率溶解技術：設計成立性（安全設計）

施設設計評価：経済性

廃棄物の発生量の低減

廃棄物の質の向上

核不拡散性

資源有効利用性 増殖比

P23

解体・せん断技術：設計成立性（機器設計）

高効率溶解技術：製作性

施設設計評価：安全性

施設設計評価：信頼性

解体・せん断技術：運転・保守性

施設設計評価：環境保全性

施設設計評価：廃棄物管理性

抽出ｸﾛﾏﾄ法によるMA回収技術：運転・保守性

施設設計評価：信頼性

P13

P91 施設設計評価：安全性

P91

P97

P96 施設設計評価：廃棄物管理性

P98

安全性向上

経済性向上

環境影響への配慮

EC1

EP1

経済性 発電原価：次世代軽水炉と同等(2円/kWh)

SR2
次世代軽水炉及び関連するリサイク
ル施設と同等の信頼性の確保

P96

P96

P95

SR11 安全設計の基本原則の遵守

WM11

敷地外緊急時対応が発動されるような事態の実質的
回避
リスク目標の達成
敷地境界付近の公衆の個人の平均急性死亡リスク：10－6/年以下

施設からある範囲の距離にある公衆の個人の平均死亡リスク：10－

6/年以下

・適切な保守・補修方針作成・配置検討
・保守・補修区分の明確化
・アクセスルートや保守・補修スペースの確保など

SR21
信頼性の確保

単位発電量あたりの実効線量）が国内外の次世代軽水炉ｻｲｸﾙ施
設の評価値を下回る。

SR22 製品品質の確保（合理的なリワーク設備の設計）

軽水炉と高速炉の共生

P53

高効率溶解技術：運転・保守性P24

P99 施設設計評価：資源有効利用性

施設設計評価：核不拡散性

P92

FBRサイクルの導入後、新規に軽水炉を建設せ
ずにFBRへ移行可能な性能を有し、かつ、持続
的に燃料生産が可能。

資源の利用効率の向上

核拡散抵抗性
核物質防護のシステム設計と技術開発

NP11
NP12
NP21

技術的特徴を踏まえた核拡散抵抗性
効果的・効率的な保障措置システムの適用
核物質防護システム

核拡散抵抗性の向上

UR1

WM2

WM1

NP1
NP2

・Pu非単離、常時U若しくはMA等と混合しているシステム
・効果的・効率的な保障措置システムの適用

増殖比 軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへの移行段階さら
には高速増殖炉サイクル平衡期に適用可能な燃料サイク
ルプラントの提示

UR12

FBRシステムとしての増殖性能（複合システム倍増時間）を達成す
るため、炉外サイクル時間については5年程度（内、原子炉取出～
再処理：4年）を達成すること。
・使用済燃料集合体発熱量：4kW/体（燃料加工時のMA含有率
5%、原子炉取出4年冷却後）のﾘｻｲｸﾙを可能とすること。
・原子炉取出し後、4年冷却の使用済燃料（燃料加工時にMAを5%
含有）に対して、解体前まで使用済燃料の閉じ込め機能を維持す
るとともに、再処理後の溶液を沸騰させずに冷却できること。

P22

P33

EP21 地球温暖化ガス及び化学物質の環境への放出

EC11
発電原価のうち燃料費を低減
・燃料サイクル単価：34万円/kgHM以下
（再処理単価：18万円/kgHM）

EP11

SR12
SR13

P92

WM3 潜在的有害度の低減
WM31

MA燃料と回収率
・U回収率：　99.9%以上
・TRU回収率：　99.9%以上(TRUは、Pu,Np,Am,Cmの総和)

高効率溶解技術：設計成立性（ﾌﾟﾛｾｽ設計・機器設
計）

P62
廃棄物低減化（廃液二極化）技術：設計成立性（ﾌﾟﾛ
ｾｽ設計・機器設計）

廃棄物低減化（廃液二極化）技術：設計成立性（安
全設計）

P61

P52
抽出ｸﾛﾏﾄ法によるMA回収技術：設計成立性（ﾌﾟﾛｾ
ｽ設計・機器設計）

抽出ｸﾛﾏﾄ法によるMA回収技術：設計成立性（安全
設計）

P51

P42

P32
晶析技術による効率的ｳﾗﾝ回収技術：設計成立性
（ﾌﾟﾛｾｽ設計・機器設計）

晶析技術による効率的ｳﾗﾝ回収技術：設計成立性
（安全設計）

P31

晶析技術による効率的ｳﾗﾝ回収技術：運転・保守性

P43
U-Pu-Npを一括回収する高効率抽出ｼｽﾃﾑ：運転・
保守性

U-Pu-Npを一括回収する高効率抽出ｼｽﾃﾑ：設計成
立性（安全設計）

P41

U-Pu-Npを一括回収する高効率抽出ｼｽﾃﾑ：設計成
立性（ﾌﾟﾛｾｽ設計・機器設計）

評価対象技術について
P１ｘ：解体・せん断技術
P２ｘ：高効率溶解技術
P３ｘ：晶析技術による効率的ｳﾗﾝ回収技術
P４ｘ：U‐Pu‐Npを一括回収する高効率抽出ｼｽﾃ
ﾑ
P５ｘ：抽出ｸﾛﾏﾄ法によるMA回収技術
P６ｘ：廃棄物低減化（廃液二極化）技術
P９ｘ：施設設計評価
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反映
施設

R&D及び設計の実施

FBRサイクルの導入後、新規に軽水炉を建設せ
ずにFBRへ移行可能な性能を有し、かつ、持続
的に燃料生産が可能

2006
～2010

2011
～2015

2016以降
実証炉供給施

設への適用

SR2

WM21 廃棄物の形態と性状の把握性、可操作性、安全性能の向上

SR1

・燃料製造においては、設備・施設の信頼性（＝故障・トラブル・事
故の発生確率の低さ）。

・核燃料施設安全審査基本指針等を参照（事故防止、被ばく低減、
閉じ込め、遮へい、放出管理、臨界安全、自然現象対応、火災・爆
発対応、電源喪失対応等）
・システムの特徴を踏まえた安全対策

移行期の高増殖炉心に対応した燃料製造システム
　・炉心燃料のPu富化度、炉心燃料/ブランケットの製造内訳
　・軽水炉MAの添加を考慮した発熱および放射線

・製品が燃料仕様に適合していることを保証できること、また、その
ような製品を商業的に成り立つレベルの収率・歩留まりで生産でき
ること。

・主として廃止時廃棄物量を評価。

・処分体の性能に悪影響を及ぼすような元素を含有する廃棄物を
把握する。

通常運転時の環境放出放射線

UR12

EP11

EC11

SR21

安全設計の基本原則の遵守SR11

信頼性の確保

※D

※C

※B

※B

※B

※B

※B

※B

※D

○

-

※B

○

○

- ○

※B

※B

※C

-

※C

※B

○

○

○

○

○

○

○

-

○

-

○

○

○

○

○

-

○

○

○

○

○ ○

-

F16 脱硝・転換・造粒一元処理技術：造粒速度、量産設備

脱硝・転換・造粒一元処理技術：回収粉利用(湿式）

○

○

－

F72

○

-

施設設計評価：平常時の放射線の影響

※B ○

※D脱硝・転換・造粒一元処理技術：FP挙動確認

○F94

大型燃料集合体の自動組立

ダイ潤滑成型技術：小型ダイ潤滑成型

燃料要素加工技術の確立

焼結・Ｏ/Ｍ調整技術：Ｏ/Ｍ調整高度化技術

施設設計評価：増殖比

施設設計評価：環境移行物質の抑制

施設設計評価：廃棄物の形態と性状の把握

施設設計評価：増殖比

施設設計評価：処分概念別の発生量の低減

TRU燃料取扱技術：除熱技術

EP1

EP2

処分概念別の発生量の低減

発電原価のうち燃料費を低減
・燃料サイクル単価：34万円/kgHM以下
（燃料製造単価：16万円/kgHM）

地球温暖化ガス及び化学物質の環境への放出環境移行物質の抑制 EP21

製品品質の確保

発電原価:次世代軽水炉と同等(2円/kWh)

F71

焼結・Ｏ/Ｍ調整技術：検査技術の合理化

F22

F33

F34

焼結・Ｏ/Ｍ調整技術：量産設備

ダイ潤滑成型技術：ダイ潤滑成型

施設設計評価：発電原価

次世代軽水炉及び関連する燃料サイ
クル施設と同等の安全性の確保

次世代軽水炉及び関連するリサイク
ル施設と同等の信頼性の確保

増殖比

評価対象技術燃料製造に関する設計要求開発目標（FaCT）

F91

F32

F18

性能目標(原子力委員会) 開発目標の指標

高速増殖炉サイクルへの円滑な移行

UR11

WM31

SR12
SR13

敷地外緊急時対応が発動されるような事態の実質的
回避
リスク目標の達成
敷地境界付近の公衆の個人の平均急性死亡リスク：10－6/年以下

施設からある範囲の距離にある公衆の個人の平均死亡リスク：10－

6/年以下

経済性

環境保全性

F11

F91

F21

F13

F17

F15

F92

F41

F93

○

○ ○

○ ○

○

F14

施設設計評価：安全性

施設設計評価：安全性

脱硝・転換・造粒一元処理技術：機器製作性

セル内遠隔設備開発：自動化設備

脱硝・転換・造粒一元処理技術：再処理施設との原料取り合い技術

燃料基礎物性研究

セル内遠隔設備開発：設備の長寿命化

セル内遠隔設備開発：設備保守性の向上F51

F53

※B

脱硝・転換・造粒一元処理技術：高度化脱硝設備

※A

※D

F12

脱硝・転換・造粒一元処理技術：造粒粉の品質/収率

F31

脱硝・転換・造粒一元処理技術：回収粉利用（乾式）

焼結・Ｏ/Ｍ調整技術：製品の品質/歩留まり率

F52

施設設計評価：信頼性の確保

○

-

○

※D

※B

○

-

○

○

○

○

-

○

○

-

○

○

- ○

○

○ ○

－

○

○

○ -

-

核拡散抵抗性
核物質防護のシステム設計と技術開発

○

-

F98

F96

MA燃料と回収率
・MAリサイクル平衡時及び軽水炉MAの添加を想定し、MA含有率1
～5%程度の原料や製品を取り扱えること。

増殖性能

焼結・Ｏ/Ｍ調整技術：MA・FP挙動確認F35

F61

F97

NP11
NP12
NP21

・Puを単独で扱わないシステム
・低除染TRU燃料製造燃料製造

(燃料製造の該当なし）

資源有効利用性

WM3

○○

技術的特徴を踏まえた核拡散抵抗性
効果的・効率的な保障措置システムの適用
核物質防護システム

施設設計評価：核不拡散性 ○ ○

F97

-

○

○

軽水炉と高速炉の共生

核不拡散性

UR1

WM1廃棄物管理性

核拡散抵抗性の向上 NP1
NP2

○

○

-

F96

○

○

○

－ ○

○

-

○ ○

-

-

-

-

-

-○

- -

-

-

-

-

○

-

○

-

--

-

-

-

-

-

-

-

○
燃料製造における対応
　・炉外サイクル時間5年程度を達成
　・燃料の核種組成
　・冷却期間中のMA・FPの減衰・成長を考慮した発熱・線量率

-

○

○ ○WM11

F95

資源の利用効率の向上

SR22

-

-

-

○

○

○

○

○

安全性向上

経済性向上

環境影響への配慮

安全性及び信頼性

2010/11/16 R18

潜在的有害度の低減

WM2 廃棄物の質の向上

廃棄物の発生量の低減

EC1

平常時の放射線の影響

-

○

○

各技術を反映した製造燃料

評価対象技術について
Ｆ１ｘ：脱硝・転換・造粒一元処理技術
Ｆ２ｘ：ダイ潤滑成型技術
Ｆ３ｘ：焼結・Ｏ /Ｍ調整技術
Ｆ４ｘ：燃料基礎物性研究
Ｆ５ｘ：セル内遠隔設備開発
Ｆ６ｘ：ＴＲＵ燃料取扱技術
Ｆ７ｘ：ピン加工・集合体組立工程
Ｆ９ｘ：施設設計評価

C-
簡素化ペレット法固有の

プロセス技術

（脱硝・造粒技術）

B

従来法・簡素化ペレット法共通
のプロセス技術

（ダイ潤滑成型技術、燃料要素
加工技術）

--A従来法固有の設備の能力向上

（粉末混合、乾式リワーク等）

D--
低除染・MA含有燃料への対応、

量産技術

（遠隔保守技術等）

技術分類
実用燃料実証炉取替え燃料実証炉初装荷燃料

製造対象燃料

C-
簡素化ペレット法固有の

プロセス技術

（脱硝・造粒技術）

B

従来法・簡素化ペレット法共通
のプロセス技術

（ダイ潤滑成型技術、燃料要素
加工技術）

--A従来法固有の設備の能力向上

（粉末混合、乾式リワーク等）

D--
低除染・MA含有燃料への対応、

量産技術

（遠隔保守技術等）

技術分類
実用燃料実証炉取替え燃料実証炉初装荷燃料

製造対象燃料
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